
1

令和２年度 空き家の活用に関する意向調査 集計結果

目的

空き家を解消するためには、所有者それぞれの方の意向を確認して、その意向に合った解消方法

を紹介することが重要です。本調査は、市に希望する支援の内容や民間事業者等への情報提供とい

った支援を希望する所有者を市が把握することで、今後、空き家解消に向けた個別支援を実施する

ことを目的としています。

方法

平成３０年度及び令和２年度に実施した空き家実態調査・意向調査の結果、空き家の可能性が高

いと思われる家屋の固定資産税納税義務者に対してアンケート調査を実施しました。

調査期間

令和３年１月１２日～令和３年２月１２日

（アンケート送付日：令和３年１月１２日）

対象空き家数

１，５４６棟

集計結果

・対象空き家１，５４６棟のうち、約２４％の３７２棟の所有者・管理者から回答を

得ました。

24%

74%

2%
対象空き家（１，５４６棟）

回    答（       ３７２棟）
未回答（１，１３８棟）
未    達（           ３６棟）

資料３
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・対象空き家３７２棟のうち「本人」からの回答は、２８５棟の所有者・管理者から

でした。「相続人」からの回答３１棟を含めると、売却や利活用について、直接権

利のある方からの回答は、合計３１６棟でした。

・今回の回答において、本人や相続人全員からの同意を得ていない対象空き家が

４５棟あることがわかりました。この物件の情報提供については、同意書の提出を

求めるなど、個人情報の保護に配慮しながら対応していきます。

77%

11%

8%

0% 2% 2%

回答者の内訳（対象空き家３７２棟）

本人 （２８５棟）
親族 （ ４１棟）
相続人（ ３１棟）
同居人（  ０棟）
その他（  ９棟）
未回答（  ６棟）

問１

57%
12%

31%

回答についての所有者の同意（対象空き家３７２棟）

【回答者が相続人の場合は相続人全員の同意】

同意を得ている （２１１棟）
同意を得ていない（ ４５棟）
未回答     （１１６棟）

問２
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・「未回答」を含めると、半数以上となる２３０棟については、今後の活用方法が「明

確には決まっていない」ことがわかりました。このうち、市からの連絡を希望す

ると回答した方（１３８棟分）については、積極的に必要な情報を提供していき

ます。

・このうち、市からの情報提供を希望する方については、活用方法に応じた適切な

情報提供を行っていきます。

・「その他」は、「物置・倉庫」として使用中との回答が多く、「歴史や郷土の個性を

活かすための活用」や「近所の人と同好会活動をするサロン」といった利活用の

提案もありました。

38%

46%

16%

空き家の今後の活用方法（対象空き家３７２棟）

明確に決まっている （１４２棟）
明確に決まっていない（１７０棟）
未回答          （ ６０棟）

15%

25%

15%

28%

8%
9%

今後の空き家の活用方法（対象空き家３７２棟）

［複数回答可］

自己又は親族の居住（ ７５棟）
売却       （１２６棟）
賃貸       （ ７５棟）
解体       （１４１棟）
相続・贈与    （ ４０棟）
その他      （ ４７棟）

問３

問４

※複数回答可のため、合計は３７２棟にならない。
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問３及び問４のクロス分析

23%

24%

14%

25%

7%
7%

◆問３において、活用方法が「明確に決まっている」と回答した

　空き家（１４２棟）の活用方法

自己又は親族の居住（３５棟）
売却       （３６棟）
賃貸       （２２棟）
解体       （３８棟）
相続・贈与    （１０棟）
その他      （１１棟）

11%

24%

19%

29%

8%
9%

◆問３において、活用方法が「明確に決まっていない」と回答した

　空き家（１７０棟）の活用方法

自己又は親族の居住（３０棟）
売却       （６３棟）
賃貸       （５０棟）
解体       （７６棟）
相続・贈与    （２３棟）
その他      （２３棟）

12%

33%

4%

33%

9%
9%

◆問３において、活用方法が「未回答」だった空き家（６０棟）の活用方法

自己又は親族の居住（１０棟）
売却       （２７棟）
賃貸       （ ３棟）
解体       （２７棟）
相続・贈与    （ ７棟）
その他      （ ７棟）

※複数回答可のため、合計は１４２棟にならない。

※複数回答可のため、合計は１７０棟にならない。

※複数回答可のため、合計は６０棟にならない。
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・活用方法が「明確に決まっている」「明確に決まっていない」「未回答」に関わらず、

市からの連絡や民間事業者等への情報提供を希望する方については、活用方法に応

じた積極的な対応を行っていきます。

・対象空き家のうち７５棟の所有者・管理者の方が、公益的用途（＊）での活用を希

望していることから、その可能性の検討を進めていきます。

（＊）公益的用途：防災用倉庫、避難所、高齢者サロンなど

・このうち、問７で「市からの連絡を希望する」と回答した方の空き家については、

積極的に必要な情報を提供していきます。

20%

64%

16%

空き家の公益的用途での活用（対象空き家３７２棟）

希望する （ ７５棟）
希望しない（２３７棟）
未回答  （ ６０棟）

49%

24%

19%

8%

市に希望する支援（対象空き家３４３棟）

［複数回答可］

解体費用の補助    （１６９棟）
有効活用の情報提供       （ ８３棟）
専門家窓口の紹介   （ ６３棟）
その他（税の減免など）（ ２８棟）

問５

問６

※複数回答可のため、合計は３４３棟にならない。
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・市からの連絡を「希望する」方は、対象空き家の半数を超える１８８棟の所有者・管

理者でした。この方々には今後、利活用に役立つ情報提供等の必要な支援を積極的

に行っていきます。

・市からの連絡を「希望しない」「未回答」の方については、個別通知等の積極的な情

報提供は行いませんが、市広報やホームページ等を通じ、引き続き空き家の適切な

管理を呼びかけていきます。

・「同意する」７１棟については、不動産事業者（＊）への情報提供を行っていきます。

・「同意しない」１９６棟のうち、市からの連絡を希望する８３棟及び「未回答」

１０５棟のうち、市からの連絡を希望する４４棟については、利活用に関する必要

な情報提供を行っていきます。

（＊）不動産事業者：（公社）埼玉県宅地建物取引業協会、（公社）全日本不動産協会埼玉県本部の

会員

50%41%

9%

市からの連絡（対象空き家数３７２棟）

希望する （１８８棟）
希望しない（１５２棟）
未回答  （ ３２棟）

19%

53%

28%

不動産事業者への情報提供（対象空き家３７２棟）

同意する （ ７１棟）
同意しない（１９６棟）
未回答  （１０５棟）

問７

問８-１
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・「同意する」５９棟については、空き家の利活用を希望するＮＰＯ法人（＊）への

情報提供を行っていきます。

・「同意しない」２０７棟のうち、市からの連絡を希望する８９棟及び「未回答」

１０６棟のうち、市からの連絡を希望する４５棟については、利活用に関する必要

な情報提供を行っていきます。

（＊）空き家の利活用を希望するＮＰＯ法人：こども食堂を運営するＮＰＯ法人、高齢者サロンを

運営するＮＰＯ法人、子育て支援活動を行うＮＰＯ法人など

・「同意する」５２棟については、空き家の利活用を希望する個人・法人（＊）への

情報提供を行っていきます。

・「同意しない」２０９棟のうち、市からの連絡を希望する９１棟及び「未回答」

１１１棟のうち、市からの連絡を希望する４９棟については、利活用に関する必要

な情報提供を行っていきます。

（＊）空き家の利活用を希望する個人・法人：移住希望者、民間企業（サテライトオフィス）、介護

事業者（介護事業所）など

16%

56%

28%

空き家の利活用を希望するＮＰＯ法人への情報提供

（対象空き家３７２棟）

同意する （ ５９棟）
同意しない（２０７棟）
未回答  （１０６棟）

14%

56%

30%

空き家の利活用を希望する個人・法人への情報提供

（対象空き家３７２棟）

同意する （ ５２棟）
同意しない（２０９棟）
未回答  （１１１棟）

問８-２

問８-３
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問３及び問８のクロス分析

・活用方法が「明確に決まっている」「明確に決まっていない」「未回答」に関わらず、

民間事業者等への情報提供を希望する方については、積極的に対応していきます。

39%

30%

31%

◆問３において、活用方法が「明確に決まっている」と回答した空き家の

所有者・管理者（１４２棟分）が同意した情報提供先（同意者：４９棟分）

不動産事業者（１９棟）
ＮＰＯ法人 （１５棟）
個人・法人 （１５棟）

38%

33%

29%

◆問３において、活用方法が「明確に決まっていない」と回答した空き家の

所有者・管理者（１７０棟分）が同意した情報提供先（同意者：１１１棟分）

不動産事業者（４２棟）
ＮＰＯ法人 （３７棟）
個人・法人 （３２棟）

※複数回答可のため、合計は１１１ 名にならない。

45%

32%

23%

◆問３において、活用方法が「未回答」と回答した空き家の所有者・管理者

（６０棟）が同意した情報提供先（同意者：２２棟分）

不動産事業者（１０棟）
ＮＰＯ法人 （ ７棟）
個人・法人 （ ５棟）

※複数回答可のため、合計は４９名にならない。
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所有者等が情報提供に同意した空き家の所在地域別棟数です。【不動産事業者、希望するＮ

ＰＯ法人、希望する個人・法人への情報提供のいずれにも同意】

・不動産事業者、ＮＰＯ法人、希望する個人・法人のすべてに対し、建物の所在地や

建築年、床面積、敷地面積、所有者等の必要な情報を提供していきます。

所有者が情報提供に同意した空き家の所在地域別棟数です。【不動産事業者への情報提供に

同意】

・回答者の意向に応じて、不動産事業者に対し、建物の所在地や建築年、床面積、敷

地面積、所有者等の必要な情報を提供します。

本庄地域 児玉地域

町名・大字 棟数 町名・大字 棟数 町名・大字 棟数

千代田 １ 駅南 １ 児玉町八幡山 １

若泉 ３ 見福 １ 児玉町児玉 ７

銀座 ３ 緑 １ 児玉町金屋 ２

本庄 １ 朝日町 ２ 児玉町高柳 １

東台 １ 山王堂 １ 児玉町飯倉 １

日の出 ４ 西富田 １ 児玉町塩谷 ２

南 ３ 今井 １ 児玉町太駄 １

前原 ２ 児玉町高関 １

小島 ３

本庄地域 児玉地域

町名・大字 棟数 町名・大字 棟数 町名・大字 棟数

千代田 ３ 小島 ４ 児玉町八幡山 １

若泉 ５ 駅南 １ 児玉町児玉 ７

銀座 ４ 見福 ２ 児玉町金屋 ４

本庄 １ 緑 １ 児玉町高柳 １

東台 ３ 朝日町 ３ 児玉町飯倉 １

日の出 ５ 牧西 １ 児玉町塩谷 ２

南 ５ 仁手 １ 児玉町太駄 １

前原 ２ 山王堂 １ 児玉町蛭川 １

柏 ２ 西富田 １ 児玉町上真下 １

栄 ５ 今井 １ 児玉町高関 １

問９-１

問９-２
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所有者が情報提供に同意した空き家の所在地域別棟数です。【ＮＰＯ法人への情報提供に同

意】

・回答者の意向に応じて、ＮＰＯ法人に対し、建物の所在地や建築年、床面積、敷地面積、

所有者等の必要な情報を提供します。

所有者が情報提供に同意した空き家の所在地域別棟数です。【希望する個人・法人への情報

提供に同意】

・回答者の意向に応じて、希望する個人・法人に対し、建物の所在地や建築年、床面積、敷

地面積、所有者等の必要な情報を提供します。

本庄地域 児玉地域

町名・大字 棟数 町名・大字 棟数 町名・大字 棟数

千代田 ２ 栄 １ 児玉町八幡山 １

若泉 ４ 小島 ４ 児玉町児玉 １０

中央 １ 駅南 １ 児玉町金屋 ２

銀座 ３ 見福 １ 児玉町高柳 １

本庄 ２ 緑 １ 児玉町飯倉 １

東台 １ 朝日町 ２ 児玉町塩谷 ２

日の出 ４ 山王堂 １ 児玉町太駄 ２

南 ３ 西富田 １ 児玉町蛭川 １

前原 ２ 今井 １ 児玉町高関 １

柏 ２

本庄地域 児玉地域

町名・大字 棟数 町名・大字 棟数 町名・大字 棟数

千代田 ２ 小島 ３ 児玉町八幡山 １

若泉 ３ 駅南 １ 児玉町児玉 ９

中央 １ 見福 １ 児玉町金屋 ２

銀座 ３ 緑 １ 児玉町高柳 １

本庄 １ 朝日町 ２ 児玉町飯倉 １

東台 １ 山王堂 １ 児玉町塩谷 ２

日の出 ４ 西富田 １ 児玉町太駄 １

南 ５ 今井 １ 児玉町高関 １

前原 ２

問９-３

問９-４


